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中央公聴会が開催され、連合・菅家副事務局長が意見表明

参院社会保障と税の一体改革に関する特別委員会

参議院社会保障と税の一体改革特別委員会は8月6日、子ども・子育て制度改革と税制改革に関する中央公聴会を開催した。連合からは、菅家　功副事務局長が公述人として出席し、同日午前に行われた子ども・子育て制度改革に関して意見表明を行った。

(１)菅家　功　連合副事務局長　意見表明

　菅家副事務局長は、妊娠や出産を機に仕事と子育ての両立を断念する女性の存在など、現状の子ども・子育て環境の課題を指摘し、子ども・子育て制度の抜本改革の必要性を強く主張。

　その上で、参議院で審議されている「子ども・子育て関連３法案」について、「関係当事者による２年間に及ぶ検討結果に基づく政府提出法案が衆議院で修正されたことは残念。ただ、修正後の法案では政府法案が目指した基本設計は維持されており、抜本改革の一里塚として確実に成立させるべき」と述べた。

　また、法案で示されている個別改革項目については、特に①「子ども・子育て会議」の創設による当事者参加の政策決定プロセスの確立や、②市町村による計画的な保育サービスなどの基盤整備、③「地域型保育給付」の創設、④幼保一体化の実現などを評価した。

　一方で、保育などの福祉分野に関する人材の処遇改善の必要性など、今回の法案による改革では十分とは言えない現状も併せて指摘し、財源を適切に確保した上で更なる改革を与野党の責任で断行することを強く求めた。

(２)議員との質疑応答

　菅家副事務局長に対して、出席8議員から質疑があった。その状況は以下の通り。

（民主党・林久美子議員）

　今回の改革はワークライフバランスの推進にも寄与すると考えられるが、連合の見解は。

（菅家副事務局長）

　人口構造が高齢化する中で、社会経済の持続可能性を担保するためには生産年齢人口の就業率を上げていくことが不可欠であるが、その最大のストックは女性である。しかしながら現在は出産を機に６割の女性労働者が働くことを諦めざるを得ない、いわゆるＭ字カーブの雇用構造があり、女性が仕事と家庭を両立できない状況となっている。

　今回の改革で、保育サービスの量的拡大など子育て世帯への多様な支援の仕組みが実現することは、ワークライフバランス推進の観点からも重要であると考える。

（自民党・山谷えり子議員）

　連合は、育児・介護休業法を改正した「両立支援法」の制定など、仕事と家庭を両立できる環境整備を強く求めているが、その実現に向けてどのように運動展開するのか。

（菅家副事務局長）

　労使協議による職場環境の改善や、政府・与野党への法整備に向けた働きかけ、地域での運動など、連合として持ちうるあらゆるチャネルを通じた運動を展開し、ワークライフバランスの推進を求めていく。

（公明党・渡辺孝男議員）

　「３党合意」により、3月30日に政府が提出した法案に比べて市町村の責務と権限が強化されたと考えているが、連合としての評価は。

（菅家副事務局長）

　政府が当初提出した法案では、保護者と施設が「公的契約」を結ぶことを基本に、保育が必要な子どもについては、市町村が利用支援やあっせん、調整、要請、そして措置を行う仕組みとなっていた。また、待機児童がいる場合は、現行通り市町村が窓口を担い利用調整を行うこととされていた。

　こうした仕組みに対し、「３党合意」により、①待機児童の有無にかかわらず当面は市町村が窓口を担い利用調整を行うこと、②私立保育所については市町村と利用者が契約すること等の修正が加えられた。こうした修正は、連合として、市町村の責務を強化する観点、そして、全てのこどもの利用を保障する観点から適切であると考えている。

（国民の生活が第一・姫井由美子議員）

　今回の社会保障・税一体改革については、特に税制改革について、本当に格差是正に繋がるのか疑問を感じているが、連合としての評価は。

（菅家副事務局長）

　日本の所得再分配機能は、ＯＥＣＤの中でも日本は最も低い水準にあるなど低下が著しく、非正規労働の拡大も相まって、結果として社会保障と税の担い手である現役世代が疲弊する構造になっている。今回の一体改革は、社会保障と税を通じた所得再分配機能を再構築し、国民が信頼できる社会保障制度、税制度の確立を目指すものと考えている。

　税制改革については、所得税や資産課税の見直しは税制改正へと先送りされ、また、消費税に関わるインボイス方式導入、免税点、簡易課税制度の見直しなどは見送られているので、所得再分配機能の強化を含めた抜本改革に向けて結論を得る必要があると考える。

（みんなの党・桜内文城議員）

　幼保一体化に関する連合の評価は。

（菅家副事務局長）

　保護者の生活スタイルの違いによって、保育所と幼稚園、すなわち学校教育を受けていない子どもと受けている子どもに分けられていることは課題である。今回の改革で目指す幼保一体化は、すべての子どもが良質な幼児教育と保育を受けることができることを目指すものであり、連合として評価している。

（共産党・田村智子議員）

　非正規雇用の拡大が働く現役世代の弱体化を生み、それが少子化の大きな原因ともなっていると考えるが、連合の見解は。

（菅家副事務局長）

　指摘の通りであり、非正規雇用の拡大には何らかの歯止めが必要である。先日、有期労働契約に関する労働契約法改正法が成立したが、今後国会提出される予定のパート労働法改正法案の成立など、同一価値労働・同一賃金の実現に向けて取り組みが必要だ。

（社民党・吉田忠智議員）

　幼稚園教諭や保育士の処遇改善の必要性について、連合の見解は。

（菅家副事務局長）

　保育分野を含む、労働集約型の対人サービスである福祉分野では、労働者の質がそのままサービスの質となるため、労働者に適正な処遇を確保することは極めて重要である。しかし、保育士の賃金は全職種平均に比べて月額10万円以上低いとの厚生労働省の調査結果があるなど、現在の保育労働者の賃金水準は他産業に比べて低い。

　保育分野の財源の多くが公費であるので、一体改革で財源を適切に確保した上で、保育士の処遇改善を確実に行っていただくことを強く要請する。

（社民党・吉田忠智議員）

　人口減少地域における保育サービスの必要性について、連合の見解は。

（菅家副事務局長）

　人口減少地域では、子どもが減少して保育所や幼稚園が閉園に追い込まれ、子どもや働く親が行き場を失って困っている現状がある。

　こうした窮状に対応するのが、今回一体改革で創設する「地域型保育給付」である。「地域型保育給付」の創設により、今まで財政支援が無い若しくはあっても極めて少額であった小規模保育などについて財政支援が行われ、人口減少地域でも地域の保育機能がしっかり保障されることは極めて重要である。

（みどりの風・谷岡郁子議員）

　母子家庭の貧困の背景には、離婚後に扶養義務を果たさない男性の存在があると思うが、連合としての見解は。

（菅家副事務局長）

　子どもと子育ては保護者を含め社会全体で行うべきであり、そうした意味ですべての保護者が扶養義務を果たすべきであると考える。

